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造林公社とは（これまでの経過）

特定調停で確定した残債務188億円の弁済に向けて、長期経営計

画および中期経営改善計画に基づき、公社事業地の森林が伐期を

迎えた平成27年度以降、分収造林事業による木材生産を継続的に
実施している。 １



あり方検討の発端
○ 令和４年度から実施している航空レーザ計測による森林解析の結果、公社事業地の森林の生育状況に
疑義が生じたことや、令和５年度に県が受検した包括外部監査で公社経営の課題について指摘を受けた
ことを踏まえ、造林公社の抜本的見直しを含め、あり方検討の着手を決断。

○ あり方検討の実施にあたり、新たに外部有識者８名で構成する「滋賀県分収造林事業あり方検討会」
を設置し、分収造林事業のあり方、公社のあり方、森林整備のあり方について、検討を行っている。
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指摘① 長期経営計画と中期経営改善計画の齟齬

指摘② 将来的な債権回収額の大幅な下方修正



あり方検討の状況

第１回あり方検討会（R6.9.11）
長期収支見通しについて

第２回あり方検討会（R6.11.8）
長期経営計画の検証と評価について

第３回あり方検討会（R7.2.20）
今後の検討の方向性について

第４回あり方検討会（R7.5.13）
あり方の方針（案）について

第５回あり方検討会（R7.8頃）
検討とりまとめ

○航空レーザ計測による森林解析結果や、これまでの事業実績による事業地の傾向から、

今後の分収造林事業によって伐採可能な材積量を推計し、今後の債務弁済額を試算し

た結果、最大約20億円の弁済しかできないことが判明。

○特定調停で定める債務弁済スキームが破綻状態であることを公表。

○公社経営の基礎である長期経営計画の進捗を評価した結果、ほぼ全ての目標が達成

できておらず、特に、伐採収益の項目は、実績が長期計画の約30％の進捗に留まって

いる。

○公社の経営は、外部環境要因により悪化していることから、公社の経営努力だけでは

経営改善することが難しく、将来的には事業撤退も視野に入ることを公表。

○ここまでのあり方検討会での経過を踏まえ、議論の必要な論点（県の責任・分収造林

事業のあり方・公社組織のあり方・債務整理のあり方・今後の森林整備のあり方）お

よび現時点で想定される各論点の方向性案を複数案示し、今後の検討の方向性を議論

した。

○あり方検討会では、分収造林事業は中長期的に収束させ、公社は解散、今後の森林整

備は、県もしくは県と市町の連携による公的管理の方向性が支持された。

あり方検討会での議論の結果を基礎とし、今後の検討の中で関係機関との協議を重ね

つつ、県としての方針（分収造林事業のあり方、公社のあり方、今後の森林整備のあり

方）を決定していく。
３



分収造林事業のあり方
★ 分収造林事業のあり方の方針（案）
現在の社会経済情勢下では、伐採収益で総額約188億円の債務弁済を行う事業スキームは実質的に破綻

状態である。そのため、これまでの経営に区切りをつけ、将来に持続可能な森林整備の形へ移行するため

に、造林公社が行う分収造林事業は中長期的（５～10年を目途）に収束させる方針とする。

分
収
造
林
事
業

債
務

計
画

採算性の再判定

所有者への意向調査

採算林事業の引き継ぎ

契約の解除交渉

任意協議・必要な法的手続き

第１期解散実施計画（R8-R12）

採算林伐採事業の収束・R12までに打ち切り

最終債務
整理期限

法人清算手続き
残務処理

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17

第２期解散実施計画（R13-R17）

事業収束に向けた基本方針

採算林の伐採分収造林契約の取り扱い 債務整理 長期計画・中期計画

契約満了を待たずに、契約上

の公社の持分を放棄する形で、

契約の合意解除を行い、森林

の所有権を土地所有者へ返還

する。

県として、分収造林事業の継
続によって債務弁済を受ける

目的での団体運営費の支援は、
継続できない。

団体運営費支援が無くなる前
提で、採算性を再判定し、事
業収束に向けて、採算林伐採

事業の打ち切りを図る。

整理の必要な債務額のうち、

少なくとも、滋賀県が保有

する債権については、将来

的な全額放棄を念頭に、債

権者－債務者間で債務問題

の解決を図るための任意協

議を進める。

中期経営改善計画は、令和７

年度末に、長期経営計画は、

債務整理に目途が立った段階
で、廃止する。

今後は、５年を計画期間とす

る解散実施計画を策定し、必

要な手続きを進める。

４



一般社団法人滋賀県造林公社の組織のあり方
＜あり方検討会での組織のあり方に関する主な意見＞

・今の状況で公社が存続していくことはまず不可能。

・県と公社に責任が分離した状態でお互いに牽制がかからなかったことがこの問題の原因。

・採算林と不採算林を同時に扱ってきたことが公社に関する判断を歪ませてきた一つの要因。

・今後の公的な役割が環境林整備や森林管理に特化するのであれば、担う組織に機動性や柔軟性は不要。

・環境林整備に特化するのであれば、安定的な管理や政策決定、県全体の森林を俯瞰した政策判断が必要。

造林公社は、分収造林事業の収束が

完了した段階で解散する。

★ 公社の組織のあり方の方針（案）

※事業収束までの間、団体存続に必要な県からの支援は継続する。

◎分収造林契約解除後の公社林の取り扱い（案）

採算林

・森林組合をはじめとする民間林業事
業体へ伐採事業を引き継ぎ、林業経
営を推進する。

不採算林

・所有者管理が難しい森林を対象に、
公的管理を推進する。

あり方検討会での議論を踏まえ、
今後の公的役割は、不採算林への
環境林整備・森林管理に特化する

５



公社林整備のあり方（案）
○ 県民への責任、自然への責任、下流への責任を果たすとともに、未だ見えぬ未来を想い琵琶湖の保全

を目的に造林を行った造林公社のレガシーを継承し、“よりよき祖先”の視点から森林の持つ水源涵養機能

を将来に渡り持続的に発揮させるため、未整備森林の解消を目的に、所有者自身による管理が難しい公

社林を、滋賀県と市町の連携による公的管理によって守り育てていくこととしたい。

採算林
（経済林）

不採算林
（環境林）

＜（案）森林組合を中心とした主伐再造林の推進＞

採算性のある公社林を対象に、森林組合が森林経営計画

を策定し、既存事業を活用した利用間伐、主伐・再造林

を行い、木材の循環利用を行う。

主な財源
造林補助金 等

＜（案）滋賀県と市町による公的管理＞

主な財源
森林環境譲与税（県・市町）、琵琶湖森林づくり県民税

公
社
林
を
森
林
所
有
者
へ
返
還

意向調査や地元説明等により森林所有者の

意向やニーズを丁寧に把握

契約者との合意により
分収造林契約を解除

公社林に係る
公社の持ち分を放棄

現行法制度上の原則論を踏まえつつ、これまでの公社問

題の経過も勘案し、公社林のうち不採算が想定される森

林については、所有者の意向に応じた公的管理を滋賀県

と市町が協力して行う。

６



奥地水源林（公社林含む）の管理について
＜原則論＞

・原則（民法上・森林経営管理法上）森林管理は所有者責任

・所有者が管理できない森林は森林経営管理制度により市町村の
責任で管理することとなっている。

＜県と市町の役割分担＞

平成31年４月１日に策定した「琵琶湖森林づくり県民税および森林環境
譲与税の使途に関する基本方針」で、以下のとおり整理。

琵琶湖森林づくり県民税 森林環境譲与税

使途の
考え方

環境重視と県民協働の視点に
立った施策で、森林経営管理
法に基づく市町の支援等以外

森林経営管理法に基づく施策

県の
使途

水源涵養などの機能が広域に
発揮される奥地での
針広混交林化 等

森林経営管理法に基づく市町の
支援 等

市町の
使途

ニホンジカの捕獲、モデル的
な木造公共施設整備、森林環
境教育 等

放置森林の整備と境界の明確化、
地域の森林整備促進につながる
県産材の利用 等

公社林（不採算林）の契約解除後は、所有者責任による管理 or 森林経営管理法に基づく市町管理が原則

＜課題＞

・森林経営管理法については、制度創設から５年以上が経過している
が、全国的に実施率が低い。滋賀県でも様々な課題があり、全国平
均以下の実施率に留まる状況と認識。

ただし・・・

＜造林公社問題のこれまでの経緯＞

・滋賀県が設置した造林公社で県内２万haで造林事業を実施。

・将来に持続的な水源涵養機能の維持保全を条件に多額の債権

放棄を下流自治体にお願いしてきた経過。

７

奥地水源林（公社林含む）について、
県と市町が協力して整備、管理できる体制

（組織、財源、情報）の構築について検討したい。



長浜市の森林の概要について

８

〇本市の森林総面積３７，２９４ｈａのうち、木材資源の確保が目的である、人工林は
１２，８５１ｈaで３４％を占めている。（天然林等が２４，４４３ｈａ：６６％）

〇人工林１２，８５１ｈａのうち民有林が１２，５１４ｈａで９７％を占めている。
（国有林・公有林が３３７ｈａ：３％）

〇民有林１２，５１４ｈａのうち分収造林地以外が１０，３２６ｈａで８３％、分収造林地が
     ２，１８８ｈａで１７％を占めている。
〇分収造林地以外１０，３２６ｈａのうち直近５年間で木材資源の確保が目的で搬出可能な場所で
の間伐は５４箇所５７６ｈａ、生態系保護等に重要な環境林にするための間伐は５３箇所 ３２３
ｈａ、合計８９９ｈａ実施している。

天然林、竹林等（６６％）

２４，４４３ｈａ

国有林・公有林（３％）

３３７ｈａ

分収造林地以外（８３％）分収造林地（１７％）

１０，３２６ｈａ ２，１８８ｈａ

１２，５１４ｈａ

民有林（９７％）

１２，８５１ｈａ

人工林（３４％）

森林総面積　３７，２９４ｈａ

Ｒ１～Ｒ５間伐実績

・間伐事業（木材資源の確保が目的で搬出可能な場所での間伐） 54箇所 ５７６ｈａ

・環境林整備事業（生態系保護等に重要な環境林にするための間伐） 53箇所 ３２３ｈａ



〇本市の林業振興対策事業費、林道治山維持管理費事業費、林道治山整備事業費、林業振興事務経費、
林業施設費及び地域おこし協力隊事業費総額は１４９，７６２千円となっている。（令和６年度決算見込額）

〇森林環境譲与税５９，０５３千円については、林業振興対策事業費４９，４１９千円のうち２７，０１８千円を、
林道治山維持管理事業費４９，２８４千円のうち２９，３４０千円を、また林業施設費５，５６６千円のうち
２，６９５千円をそれぞれ充当（全額充当）している。（令和６年度森林環境譲与税額見込額）

〈注〉林道治山整備事業費３１,３００千円、林業振興事務経費２，３４３千円、地域おこし協力隊事業費１１，８５０千円の合計４５，４９３千円に
ついては森林環境譲与税が充当されていない。（※林業振興対策事業費等１０４,２６９千円に対し５９，０５３千円が充当されている。）

長浜市の森林施策の推進に係る事業費及び森林環境譲与税の充当先について

現 状

９

令和６年度森林環境譲与税の決算額に占める充当額（譲与額：59,053千円）

森林環境譲与税の事業区分 事業内容
令和６年度

決算見込額(千円）

令和６年度
森林環境譲与税額
（充当先）（千円）

林業振興対策事業費

生活環境保全林維持管理委託料

49,419 27,018

自然と森に親しむ体験交流・保全事業委託料

災害に強い森林づくり事業委託料

造林間伐事業補助金
森林環境整備事業補助金（獣害）
森林多面的機能推進事業補助金
長浜市産材利用促進事業補助金

森林境界明確化支援事業、推進事業補助金

林道治山維持管理事業費 林道維持補修工事費他 49,284 29,340
林道治山整備事業費 新設改良工事請負費 31,300 0
林業振興事務経費 2,343 0

林業施設費 施設修繕料、指定管理料 5,566 2,695

地域おこし協力隊事業 11,850 0
計 149,762 59,053



〇分収造林地（２，１８８ｈａ）の整備・管理には相当の「カネ」と「時間」が必要となる。
仮に本市の分収造林地２,１８８haを全て、環境林に整備した場合の事業費は、概ね４．３億円かかると試算している。
積算内訳については下記のとおりである。なお、本市の森林施策の推進に係る事業費総額１４９，７６２千円
（令和６年度決算見込額）の約３年分に相当する。

（積算内訳） 県の環境林整備事業（保育間伐：２割間伐）の単価
標準経費199,400円／１ha当たり×2,188ha＝436,287,200円

〇分収造林地以外の１０，３２６ｈａのうち、直近５年間で、生態系保護等に重要な環境林にするための間伐は
３２３ｈａ（３．１％）、木材資源確保のための間伐は５７６ｈａ（５．６％）、合計８９９ｈａ実施している。
これは１０，３２６ｈａの８．７％に相当し、分収造林地２，１８８ｈａの４１．１％に相当する。年間換算する
と、１年あたり約１８０ｈａを整備することに相当する。
仮に分収造林地２，１８８ｈａ全てを整備するとなると、約１２．２年かかり、大きな負担となる。

〇本市の森林施策の推進に係る事業費総額に対する森林環境譲与税充当率は３９．４％となっている。なお、当該
税については、本市の貴重で大事な財源であるため、今後も維持していく必要がある。

〇仮に県造林公社と森林所有者との法的問題が解決され、県の責任や役割を明確化されたうえで、造林公社が解散され
ると、県造林公社から森林所有者へ分収造林地が返還され、所有者自らが森林を管理することとなる。なお、
返還された分収造林地が採算林の場合は、森林組合等に委ねられる可能性が高くなるが、不採算林はそのまま放置
されるなどの影響が出てくる可能性もある。

〇現在、森林組合は森林所有者から委託されて維持管理する場合であっても、経営の状況等を鑑み、本市が公共的な
森林政策の面から補助しているので、これ以上新たに委ねられることになると、森林組合に維持管理してもらって
いる森林整備状況等に新たな財政的・人的負担が生じかねない。

新たな財政的・人的負担の増加に対する県による支援策の検討が必要

長浜市における分収造林地を森林所有者へ返還された場合の影響について

課 題

10



「市長会」代表（長浜市長）の委員としての主な意見

〇この市長会の方向性の議論を十分尊重し、県造林公社問題に真剣に向き合いながら、
検討委員会において、県の責任や役割の明確化と、県が責任をもって主体的にこの
県造林公社問題の解決に取り組んでいただきたい。

〇市長会において、県造林公社問題について議論を深めていく必要があると考えて
いる。

〇首長会議において、他の首長様とともに、県に対し県造林公社問題に対する「責任
ある対応」を強く求めていく必要があると考えている。 11

「県有林化」又は「公社
有林化」等「公的管理森
林化」の必要性

「市長会」及び「首長会
議」等における「活発な
議論の必要性」

市町の森林整備を進め
るための貴重な財源で
ある「森林環境譲与税
の重要性」

森林経営管理法は、所有者が放棄した森林を公的管理する趣旨であり、県造林公社
が管理していた森林を市町に責任を負わせる趣旨で使うべきではない。

「市長会で述べられた意見」（令和７年５月２０日開催）

〇県の施策である以上、県が最後まで責任をとるべきである。
〇少なくとも主たる責任は県が負うべきである。 ｅｔｃ…

今後の方向性に対する「長浜市の意見」
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